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2．中国独禁法改正の要点（続き） 

(3) 独占的協定（取引制限）規制に関する改正の要点 
① 垂直的取引制限に関するセーフハーバー規定（下位法令 1の成立待ち） 
独占的協定とは、「競争を排除し若しくは制限する合意、決定又はその他の協調行為」（第 16条）であり、中国

独禁法では競争関係にある事業者の間で、価格、生産数量又は販売数量等に関する独占的協定（いわゆる水平的取
引制限）、取引関係にある事業者との間では、再販売価格及びその最低価格等に関する独占的協定（いわゆる垂直
的取引制限）がそれぞれ禁止対象とされている。 
 
改正中国独禁法においても、上記規制の枠組み自体は変わっていないが、取引当事者間の垂直的取引制限につい

ては、(i)「事業者が競争排除・制限効果がないと証明できる場合」は禁止されず（改正中国独禁法第 18条第 2項）、
(ii)「関連市場における市場シェアが競争当局の定める基準を下回り、かつ競争当局が定めるその他の要件を満た
す場合」も禁止されないとする規定（同法第 18条第 3項）がそれぞれ新設された。このうち、(i)は従来の実務を
追認した確認的な規定であるが、(ii)は新たに垂直的取引制限に関するセーフハーバーを定めた規定として注目さ
れている。 
 
この点、同規定を具体化した下位法令（独占的協定禁止規定）改正案によれば、セーフハーバーは以下の場合に

満たされる（独占的協定禁止規定第 15条）。 
(a) 事業者及び取引の相手方の関連市場における市場シェアが 15％未満であること 
(b) 協定が競争を排除・制限する効果があることを示す証拠が存在しないこと 
                             
1 独占的協定禁止規定（中国語：禁止垄断协议暂定规定） 
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この(a)(b)のセーフハーバーと改正中国独禁法第 18条第 2項に定められた(i)の規定を併せて読めば、下位法令

成立後の垂直的取引制限規制は、取引当事者の市場シェアが 15％未満である場合は、原則違反とならず（当局が
違反とする場合は、競争の排除・制限効果を要立証）、15％以上の場合は、原則違反となる（事業者が違反なしを
主張するためには、競争の排除・制限効果がないことを要立証）であろう。 
 
この点、従来の中国独禁法実務では、垂直的取引制限のうち、取引相手方の再販売価格の固定など価格を直接制

限する行為は、（販売場所・方法の規制など非価格制限行為と異なり）当事者の市場シェアにかかわらず原則違反
とされていた 2。とりわけ日系企業を含む外資企業の製品については、垂直的取引制限によって中国での販売価格
が不当に高く維持されており、消費者の利益が害されているとして、摘発・処罰を受けるリスクの高い違反類型で
あった。 
 
本セーフハーバー規定は、規定の文言上価格制限行為等のいわゆるハードコア制限行為を適用対象から排除して

いない。仮に、取引相手方の再販売価格を拘束しても当事者の市場シェアが 15％未満の場合に原則違反とならな
いことを定めたものであれば、従来の実務を変えるものとして大きなインパクトがあると思われるが、現状この点
に関する当局の明確な説明はない。下位法令の改正案も正式に成立していないため、価格制限行為についてはひと
まず旧法の実務に従い、市場シェアにかかわらず原則違法になることを前提に慎重に判断し、今後の解釈の明確化
を待つのが賢明と思われる 3。 
 
なお、垂直的制限に関して上記セーフハーバー規定が設けられたことの副次的効果として、別の下位法令（知的

財産権の濫用により競争を排除・制限する行為に関する規定）に定められていた独自のセーフハーバー規定は削除
されており、独占的協定禁止規定に一本化されることが明らかとなった。 
 
② 独占的協定の組織・ほう助を処罰する規定の新設（8月 1日から施行済み） 
旧中国独禁法ではカルテル等の取引制限行為を組織・ほう助する行為を直接禁止する規定がなく、いわゆるハブ

アンドスポークと呼ばれる、仲介者を介したカルテルを処罰することが法令上困難であった 4。例えば川上の事業
者単体が川下の事業者群の再販売価格を制限した場合は、川上・川下事業者間の垂直的取引制限及び川下事業者同
士の水平的取引制限と構成する必要があった 5。改正中国独禁法では、「事業者は他の事業者の独占的協定を組織し
又は他の事業者による独占的協定に対して実質的ほう助を提供してはならない」との規定が新設され（改正中国独
禁法第 19条）、処罰の間隙を埋めている。 
 
(4) 市場支配的地位の濫用規制に関する改正の要点 
① プラットフォーム規制の強化（8月 1日から施行済み） 
中国独禁法本文では、市場支配的地位の濫用規制について基本的に旧法の枠組みが維持されており、改正法によ

る変更は、市場支配的地位の濫用行為の類型を定めた第 22条に、「市場支配的地位を有する事業者がデータ、計算
方法、テクノロジー及びプラットフォームルール等を用いて、前項に定める市場支配的地位の濫用行為を行っては
ならない」（改正中国独禁法第 22条第 2項）と条項が一つ新設されたのみである。 
 
同項の新設は明らかに近年のアリババ、テンセント等の中国の巨大 IT 企業に対する処罰強化を踏まえたもので

                             
2 公表されている再販売価格拘束に関する処罰決定書を読むと、価格を拘束した事実のみが認定されており、当事者の市場シェアは認
定されていない。 
3 価格制限行為が行われる場合には、セーフハーバー規定の(b)の要件（協定が競争を排除・制限する効果があることを示す証拠が存
在しない）を満たさないと判断される可能性もあると思われる。 
4 事業者団体が加入者である事業者をして独占的協定を行わせてはならないとする条項は旧独禁法にも制定されているが（旧法第 16
条、改正法第 21条）、事業者団体ではない者がハブ（仲介者）となる場合を処罰する規定が欠けていた。また、水平的な独占的協定
については、「競争関係を有する事業者間」で実施してはならないと条文上規定されているため（旧法第 13条、改正法第 17条）、競
合者ではない仲介者を直接独占的協定の当事者として処罰することが条文上困難であった。 
5 例として、国家発展改革委員会（当時の執行当局）の 2014年 9月 12日付中国第一汽車集団及び BMWに対する処罰決定書参照 
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あり、その背景としては世界的な潮流として、GAFA 等の巨大 IT 企業に対する競争当局の執行活動の厳格化と軌
を一にする側面もあれば、中国独自の事情として、大手 IT 企業がアリババ及びテンセントを頂点に寡占化してい
る現状への対応という側面もあり、安易に単純化できない。もっとも、少なくとも日系企業を含む外資企業は、外
資規制の関係で、中国で市場支配的地位を有するほどのプラットフォーム事業者となる可能性は低く、むしろ E-
Commerce の勃興によってプラットフォームに対する依存度が高まっているため、規制強化を追い風として生か
す道を探るべきであろう 6。 
 
② 標準必須特許権者の権利行使規制の強化（下位法令 7の成立待ち） 
市場支配的地位の濫用規制に関し、日系企業の立場から注目すべき改正はむしろ、下位法令のうちの知的財産権

の濫用により競争を排除・制限する行為に関する規定（「知財濫用禁止規定」）における、標準必須特許に関する以
下の改正と思われる（下線部分が実質的追加）。 
 

現行知財濫用禁止規定第 13条第 2号 改正案第 16条第 2号・第 3号 
市場支配的地位を有する事業者は…以下の競争を排
除・制限する行為を行ってはならない。 
(1) 略 
(2) 保有する特許が標準必須特許となった後に、公平、
合理的かつ非差別的な原則に反し、実施許諾の拒絶、
抱き合わせ又は取引時その他の不合理な取引条件を付
加するなど競争を排除・制限する行為。 

市場支配的地位を有する事業者は…以下の行為を行う
ことにより競争を排除・制限してはならない。 
(1) 略 
(2) 保有する特許が標準必須特許となった後に、公平、
合理的かつ非差別的な実施許諾の承諾に反し、不当に
高い価格での実施許諾、正当な理由のない実施許諾を
拒否し、抱き合わせ、差別的条件、又はその他の不合理
な制限的条件を付加すること。 
(3) 標準必須特許の実施許諾の過程において、公正、
合理的かつ非差別的な実施許諾の承諾に反し、誠実な
交渉手続を経ずに、裁判所又は関連当局に対して関連
知的財産権の使用を禁止する判決、裁定又は決定を下
すよう不当に要求し、被許諾者をして不当に高い価格
又はその他の不合理な制限条件を受け入れさせるこ
と。 

 
標準必須特許（Standard Essential Patent “SEP”）は、標準規格に準拠した商品役務を製造・供給するために

回避できない特許を意味し、特許権者は、公正、合理的かつ非差別的な条件（いわゆる FRAND条件）で他社にラ
イセンスすることが求められる。しかし、何が FRAND条件にあたるかは解釈の問題であり、特許権者とライセン
シーの間で紛争となりやすい。 
 
近年では、中国のメーカーがライセンシーとして、日系企業を含む海外企業が保有する通信、自動車、レアアー

ス等の標準必須特許のロイヤリティが不当に高額である等と主張することによる、知財紛争が頻発している。こう
した知財紛争はひとたび起きれば、ライセンシー及びライセンサーはそれぞれ自社にとって有利な判決を得ようと
して、世界各地で訴訟を提起し合うことがしばしば起きる。 
 
しかし、最近では中国の裁判所が、ライセンシーである中国メーカーの申立てに応じて、日系企業を含む海外の

ライセンサー（標準必須特許権者）に対して、係属事件の審理期間中、他国の裁判所に類似訴訟を提起することを
禁じ、既に提起された訴えでライセンサーに有利な判決又は処分が下されている場合であっても、その判決及び処
                             
6 中国の競争当局の IT企業に対する厳罰化傾向及び日系企業に対する影響についての詳細は、筆者執筆の「近時の中国独禁法の厳罰
化傾向と日系企業への影響（上・下）」で紹介している。 
（商事法務ポータル（会員制サイト）SH3906（上）https://www.shojihomu-portal.jp/article?articleId=17398916及び同 3907
（下）https://www.shojihomu-portal.jp/article?articleId=17419807） 
7 知的財産権の濫用により競争を排除・制限する行為に関する規定（「知財濫用禁止規定」）（中国語：关于禁止滥用知识产权排除，限
制竞争行为的规定） 

https://www.shojihomu-portal.jp/article?articleId=17398916
https://www.shojihomu-portal.jp/article?articleId=17419807
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分の撤回を求めるか、執行の禁止を求める仮処分（いわゆる禁訴令。Anti-Suit-Injunction “ASI”とも呼ばれる。
ライセンサーが仮処分に違反した場合には一日につき RMB100 万元といった高額な制裁金を課す間接強制条項が
含まれることも特徴的である。）を頻発していることが世界的に問題となっている 8。2022年 2月 18日には、EU
が中国の裁判所が発令する禁訴令は EU企業の知的財産権を侵害しているとしてWTOに調査の申立てを行ってお
り、その後米国、カナダ、日本も同様の調査の申立てを行っている。 
 
これに対して、上記知財濫用禁止規定の改正は、第 2号で標準必須特許権者に対して「不当に高い価格での実施

許諾」を禁じ、更に第 3号でライセンシーと誠実な交渉を経ることなく裁判所に特許権に基づく差止請求等の訴え
を提起することを禁じる条項を新設するなど、標準必須特許のライセンシーとなることが多い中国メーカーの主張
を後押しする姿勢が明確に取られている。 
 
現在でも標準必須特許を保有する日系企業を含む海外企業にとっては、中国のライセンシーとなるメーカーから、

標準必須特許のロイヤリティ等実施許諾条件に関する交渉を申し込まれることが頻繁にあるが、今後交渉の仕方及
び提示条件次第では、中国独禁法との関係で市場支配的地位の濫用であるとの判断を受けるリスクが高まったこと
を意味し、十分に留意すべきである。 
 
 

 
 
 
  
                             
8 禁訴令の問題点及び日本企業の考えられる対応については、筆者執筆の「EUがWTOに提訴した中国の新しい知財戦術「禁訴令」
（上・下）」で紹介している。 
（商事法務ポータル（会員制サイト）SH3916（上）https://www.shojihomu-portal.jp/article?articleId=17497651及び同 3918
（下）https://www.shojihomu-portal.jp/article?articleId=17517720） 

https://www.shojihomu-portal.jp/article?articleId=17497651
https://www.shojihomu-portal.jp/article?articleId=17517720
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